
みんなが生涯現役で
住みよい健康長寿のまちの形成

第４章

第１節　　みんなが生きいきと安心して暮らせるまちづくり
第２節　　こころとからだの健康づくり
第３節　　安心して子どもを生み育てられる子育て支援

望月渓谷
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（１）地域福祉の推進

　●　市内の小・中・高校生を対象とした福祉体験
学習などを充実し、福祉の心を育てる教育を推
進します。

　●　地域コミュニティを育成するとともに、関係
機関や団体との連携を強化し、地域福祉ネット
ワークの充実を図ります。

（２）ボランティア活動の促進

　●　社会福祉協議会、ＮＰＯなどと連携し、ボラ
ンティア組織の充実と活動を促進します。

（３）社会参加の促進

　●　各種福祉団体などの学習活動や社会活動を支
援し、参加交流機会を増やします。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

福祉体験教室開催回数
（回／年）

14
［H22］

16　

　全地区が災害時住民支え合いマップを完成
し、必要に応じて見直し更新を行います。

（Ｂ 弱点克服プロジェクト）

目　標

チャレンジ！！●　平成20年度に佐久市地域福祉計画
＊
を策定する

とともに、地域に密着した福祉サービスのため、
民生児童委員や社会福祉協議会、地域団体など関
係機関との連携強化を進め、地域課題を共有する
地域福祉ネットワークの整備を推進しています。

●　地域の相談役である民生児童委員活動を充実
し、地域福祉の向上のため活動しやすい環境づく
りを推進しています。

●　ボランティアによる福祉施設訪問や障がい者福
祉展、障がい者スマイルライフフェスタなどを通じ
て高齢者・障がい者などの交流を推進しています。

●　各区の災害時住民支え合いマップ
＊
の策定を促進

し、平時から情報の収集や共有を通じて地域にお
ける支え合いの心が育つ社会環境づくりに努めて
います。

●　すべての人が等しく、家庭や住み慣れた地域でお
互いに思いやり、尊重しながら、安心して生活を送
ることができるよう、社会福祉の意識の高揚を図る
必要があります。

●　民生児童委員や関係機関との連携強化により、地
域住民の支え合いの精神や社会福祉の理念につい
て啓発する必要があります。

●　地域福祉ネットワークの充実により、民生児童委
員や福祉ボランティアなどが地域で活動しやすい環
境づくりを進める必要があります。

●　ボランティアの高齢化などにより人数が減少傾向
にあることから、団塊世代の取り込みなど、ボラン
ティアの育成と、組織の充実を図る必要があります。

●　地域の社会福祉活動の活発化のため、参加の場
や行事などについて、情報提供や周知を強化する必
要があります。

福祉のまちづくり

第１節　みんなが生きいきと
安心して暮らせるまちづくり

＊佐久市地域福祉計画：「みんなが生涯現役で住みよい福祉のまちづくり」という基本理念のもと、地域の高齢者・障がい者・子育て家庭・外国人な
ど、支援を必要としている人を地域全体で支え、誰もが住み慣れた地域で安心してその人らしく生活できる仕組みを作るための計画。

＊災害時住民支え合いマップ：災害時に地域住民が助け合って安否確認や避難誘導を行い、一人で避難することが難しい障がい者や高齢者などを含め
た全員が無事に避難できるように策定される行動計画。

前期の主な取り組み 現状と課題

認知症サポーター養成講座

はつらつ音楽サロン　

平成17 18 19 20 21 22年度

平成17 18 19 20 21 22年度

（人）

（人・グループ）

15,000

12,000

9,000

6,000

3,000

0

300

200

100

0

9,372

12,165

263

135

260

141

273

154

259

136

152

120

150

120

13,363 13,313
12,305

9,808

個人登録

グループ
登録

活動延べ人数

（資料：佐久市社会福祉協議会）

●○ ボランティア登録数の状況
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２
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（１）高齢者支援サービスの推進

　●　保健・医療・福祉・介護の各分野の連携によ
り高齢者を支援します。

　●　高齢者の生きがい事業を推進するとともに、
栄養や運動を中心とした介護予防、疾病予防、
生活支援対策など、地域支援事業を推進します。

　●　高齢者虐待や孤独死を未然に防ぐため、地域
ぐるみで協力し相談し合えるネットワークの構
築に努めます。

　●　地域包括支援センターとの連携を強化し、介
護・生活相談体制の充実を図るとともに、介護
予防を推進します。

　●　介護者支援のため、民間との連携を強化する
など、環境整備を推進します。

（２）高齢者福祉施設の整備

　●　佐久市老人福祉計画・佐久市介護保険事業計
画に基づき、民間と連携しながら地域密着型の
介護保険施設などの整備を推進します。

（３）介護保険の適正な運営

　●　介護保険法に基づき、適正な事業運営を進め
ます。

　●　介護保険制度の円滑な運営のため、サービス
内容や制度の仕組みなどの周知を図ります。

（４）成年後見制度の利用促進

　●　判断能力が低下した認知症高齢者などを法律
的に保護するため、佐久広域成年後見支援セン
ター

＊
と連携し、成年後見制度の利用を促進します。

　●　保護を必要とする人の財産管理や身上監護
＊
、

地域ぐるみでの見守りなどが本人の意思や心身
の状態に配慮しながら円滑に行われるよう、制
度の普及に努めます。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

介護予防事業の延べ参加
者数（人／年）

19,095
［H22］

23,500

　介護予防事業を通じ、健康寿命
＊
を延ばします。

（Ａ 魅力倍増プロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

＊佐久広域成年後見支援センター：判断能力が十分でない人が地域で安心して生活できるよう、佐久広域の市町村や専門家が協働して成年後見制度に
対する情報発信や相談業務、家庭裁判所への申立ての支援などをしていく拠点組織。

＊身上監護：要介護認定の申請、入院・通院時の付き添い、住居の確保など、保護を必要とする人の日常生活の支援をすること。
＊健康寿命：日常的に介護を必要としないで自立した生活ができる生存期間のこと。

（資料：高齢者福祉課） （資料：高齢者福祉課）

●○ 高齢化率の推移

●○ 要介護度別認定者数

●　高齢者支援事業は、高齢者の生活支援や施設入
所待機者の解消に向けて毎年事業の見直しを行い
ながら、サービスを提供するとともに、「シル
バーランドきしの」などの施設整備を進めました。

●　平成18年度創設の地域支援事業により介護予
防活動を充実させ、予防から介護まで一貫性・連
続性のあるサービス体系を構築しました。

●　介護者支援の施策として、座談会や交流事業、
介護用品の支給などを充実させました。

●　佐久市老人福祉計画・佐久市介護保険事業計
画

＊
に基づき、平成23年度に開所した認知症高齢

者グループホーム、平成24年度開所となる特別
養護老人ホーム、平成25年度開所予定の認知症
高齢者グループホームなど、民間のノウハウを生
かした施設整備を推進しています。

●　佐久市老人福祉計画・佐久市介護保険事業計画
に基づき、引き続き高齢者支援施策の充実と、施
設入所待機者の解消に取り組む必要があります。

●　ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯、認知症高齢
者が増加する中で、高齢者に対する虐待や孤独死
の防止、成年後見制度

＊
の利用など、新しい社会福

祉問題にも対応する必要があります。

●　地域包括支援センターと連携し、二次予防高齢
者

＊
・一般高齢者に対し、介護予防事業を推進する

必要があります。

●　介護保険制度の適正な事業運営や、生活圏域を
踏まえながら、介護保険施設を計画的に整備する
とともに、様々な機会を通じ、介護保険制度の適
正な運営を推進する必要があります。

高齢者福祉・介護保険

前期の主な取り組み 現状と課題

＊佐久市老人福祉計画・佐久市介護保険事業計画：本市が３年ごとに策定する、高齢者福祉事業や介護保険の保険給付など、高齢者に関する各種の保
健福祉事業を円滑に実施するための計画。

＊成年後見制度：判断能力が十分でない人が、法律面や生活面で不利益を被らないように、家庭裁判所に申立てをして、援助・保護をしてくれる人を付
けてもらう制度。

＊二次予防高齢者：介護が必要な状態になる可能性のある高齢者のこと。

健康長寿体操（あいとぴあ臼田）
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（１）障がい者福祉サービスの充実

　●　佐久市地域福祉計画や佐久市障害者プランに
基づき、障がい者が地域の一員として自立し、
社会参加できる環境づくりを推進します。

　●　障害者自立支援法に基づき、障がい者福祉
サービス及び相談体制の充実を図ります。

　●　障害者自立生活支援センターにおける相談・
自立支援体制を充実させます。

（２）障がい児及び発達が気になる
児童などに対する支援

　●　保健・医療・福祉・教育など関係機関と連携
し、障がいや発達の問題の早期発見と早期支援
に努めます。

　●　障がい児一人ひとりが充実した生活を送りな
がら成長することができるよう、関係機関と連携
し、相談・支援体制の充実を図ります。

　●　研修会や講演会の開催などを通じて、障がい
児支援に携わる関係者の支援技術の向上を図る
とともに、広く障がいに対する理解と認識を高
めます。

（３）障がい者施設の充実

　●　障がい者が地域で安心して暮らすことができ
るよう、バリアフリーなどに配慮した環境整備
を支援します。

　●　利用者のニーズに合った障がい者施設の計画
的整備を推進します。

（４）障がい者の社会参加の支援

　●　障がい者団体による学習・活動の支援に努
め、障がい者の社会参加を促進します。

　●　障害福祉サービス事業所の整備により、障が
い者の就労支援を推進します。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

相談支援事業実施事業所
数（事業所）

5
［H22］

20

　障がい児・者及び家族に対するライフステー
ジに応じた一貫した相談支援体制の充実を目指
します。

（Ａ 魅力倍増プロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

会議における手話通訳（信州佐久の「水」を守るシンポジウム）

障がい者団体の活動（車いす社交ダンス）

●　平成21年度から平成30年度を計画期間とす
る第一次佐久市障害者プラン

＊
を策定しました。

●　佐久市障害者自立生活支援センター
＊
及び佐久障

害者相談支援センター
＊
の相談員、関係機関などの

連携により、障がい者の社会参加促進と経済的自
立の支援を行っています。

●　佐久障害者相談支援センターや保健師などを中
心とした相談窓口と、児童デイサービス等の実施
機関との連携により、療育を必要とする児童に対
し円滑な支援を行える体制を整備しました。

●　平成20年度に地域活動支援センター
＊
中込共同

作業センターを開設しました。

●　誰もが社会を構成する一員として自分らしく安
心して生活できるように、佐久市地域福祉計画や
佐久市障害者プランに基づいた総合的・継続的な
施策を推進する必要があります。

●　障がい者のニーズに合ったサービスを総合的・
継続的・一体的に提供することにより、一人ひと
りが尊重され安心して社会参加ができる環境を整
備する必要があります。

●　障害者自立支援法により身体・知的・精神障が
い者への支援が一元化され、そのサービス量は
年々増加しています。

●　一人ひとりの障がい児に対し、各年齢期を通じ
て支援計画の作成と、時々に応じた的確なサービ
スを結びつけるコーディネート機能が重要となり
ます。

●　近年発達障がいに対する社会的関心が高まって
おり、早期発見・早期支援など、きめ細やかな対
応を図る必要があります。

●　佐久障害者相談支援センターなどを中心とした
恒常的な関係者連絡会議を行うなど、わかりやす
く利用しやすい相談支援体制を確立する必要があ
ります。

●　平成24年度から佐久広域連合に移管する佐久
障害者相談支援センターや、新設される成年後見
センターに対し、支援・連携を図る必要があります。

●　障害福祉サービス事業所の整備により、障がい
者の社会生活への適応訓練、就労継続支援を実施
していく必要があります。

障がい者福祉

前期の主な取り組み

現状と課題

＊佐久市障害者プラン：本市における障がい者の自立支援や社会参加を促進し、地域で生きいきと安心して暮らせるまちづくりを推進するために策定し
た指針。

＊佐久市障害者自立生活支援センター：障がい者が地域で安心して生活していけるよう、相談や情報提供、技術・知識習得のサポート、家族に対する支
援などを総合的に行う組織。

＊佐久障害者相談支援センター：平成19年度に佐久市、小諸市、南佐久郡、北佐久郡の11市町村が共同して設置した、障がい者の生活・就業・保健福
祉サービスの利用などについての相談支援事業を行う機関。

＊地域活動支援センター：働く事が困難な障がい者を対象に、製品づくりや地域の人々との交流などを通じて社会参加を促進し、就労できるよう支援す
るための施設。

佐久市療育支援センター
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（１）母子・父子福祉の充実

　●　ひとり親世帯や両親と過ごす時間の少ない児
童を対象に、児童館を活用した事業の拡充を図
ります。

　●　子ども特別対策推進員、母子相談員、就業支
援員などによる各種相談体制の強化、日常生活
支援事業の充実により、ひとり親世帯への支援
を図ります。

　●　県母子寡婦福祉資金
＊
や高等技能訓練促進費、

自立支援教育訓練給付金などの活用を促進し、
ひとり親世帯の経済的自立を支援します。

（２）低所得者福祉の充実

　●　生活保護法に基づき、適正に生活保護を運用
します。

　●　低所得者世帯の経済的・社会的自立のため、
関係機関や民生児童委員などとの連携を強めな
がら相談支援体制の強化を図ります。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

高等技能訓練促進費・
自立支援教育訓練給付金
受給者数（人／年）

4
［H22］

6

目　標

1,100

1,000

900

800

100

50

0

母子世帯

父子世帯

943

882

960
985 973

1,002 1,006

99

68

平成17 18 19 20 21 22 23年度

（世帯）

平成17 18 19 20 21 22年度

（世帯）
500

400

300

200

100

0

287 305 302
325

404

467

（資料：子育て支援課）※父子世帯は３年おきに調査を実施 （資料：福祉課）

●○ 母子・父子世帯数の推移 ●○ 生活保護世帯数の推移

●　お兄さんと遊ぼう事業で児童の自立心や社会性
を養うとともに、児童館での家庭相談員による相
談の実施により不安解消を図りました。

●　高等技能訓練促進費
＊
・自立支援教育訓練給付

金
＊
などを通じ、ひとり親世帯の経済的自立を支援

しています。

●　子ども特別対策推進員、母子相談員、就業支援
員などによる相談支援により、ひとり親世帯への
支援と児童の健全育成が図られています。

●　国の制度改正により、平成２２年度から父子家
庭にも児童扶養手当が支給されることとなり、経
済的な生活支援が図られています。

●　全保育所での延長保育や小学校通学区ごとの児
童館整備により、就労と育児が両立できる環境を
整備しました。

●　生活保護受給者に対しては、法の適用により最
低生活の保障を図るとともに、就労支援事業を通
じて経済的・社会的自立を促しています。

母子父子福祉・低所得者福祉

前期の主な取り組み

＊高等技能訓練促進費：母子家庭の母が看護師や介護福祉士等の資格取得のために修業する場合に、修業期間中の学費や生活費の負担を軽減するため
に支給される一時金。

＊自立支援教育訓練給付金：母子家庭の母を対象に、就業のための技術習得や能力開発のための講座受講料などの負担を軽減するために支給される一
時金。

＊県母子寡婦福祉資金：長野県が、母子家庭などの経済的自立と扶養している子どもの健やかな成長を目的として運用している貸付資金。

●　ひとり親世帯や、両親と過ごす時間の少ない児
童などを対象に、地域全体で健全育成を支援する
機会の充実が求められています。

●　高等技能訓練促進費などの制度活用などによ
り、ひとり親世帯の生活の安定と経済的自立に対
する支援を一層強化する必要があります。

●　経済状況の低迷などにより、生活保護世帯の一
層の増加が懸念されており、自立に向けた支援の
強化と法律に基づく適正な制度運用を行う必要が
あります。

現状と課題

お兄さんと遊ぼう事業
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（１）地域保健組織の育成

　●　地域と一体となった保健予防活動を行うた
め、保健補導員を育成し、地域自主活動を活発
にしながら市民の健康に対する意識を高めます。

　●　保健補導員が任期終了後も地域において自主
活動が継続できるように、支援に努めます。

　●　地域の人々が支え合いながら楽しく健康増進
を行えるよう、保健補導員会や食生活改善推進
協議会などの地域組織を育成し、健康に関する
各種事業活動を促進します。

（２）健康づくり活動の推進

　●　市民ニーズに応じた各種健康づくりに関する
事業を実施し、市民参加の促進と健康づくりに
対する意識の高揚を図ります。

　●　ぴんころ運動
＊
の推進など、生活習慣病予防に

ついて学ぶ機会を提供し、市民の健康増進を図
ります。

　●　乳幼児から高齢者までの各年代における、歯
の健康や予防などの意識の向上を図ります。

　●　森林セラピー
＊
において、市民向け体験ツアー

などの開催と、多様なメディアを活用した広報
活動を行うなどにより普及を図ります。

　●　市民の健康増進を図るため、新クリーンセン
ターの余熱利用による温水利用型健康運動施
設

＊
を整備し、森林セラピー基地「平尾の森」と

有機的に連携するなど、健康づくりプログラム
を提供します。

（３）食育の推進

　●　広報活動や地区活動を通して、生涯にわたっ
て健康で暮らせるために、食を大切にする心を
育てる基本理念について、周知・啓発します。

　●　健全な食生活を実践する力を養うため、各世
代での食育推進事業を展開します。

　●　食生活改善推進協議会の育成や人材育成など
を通じて、地域での食育事業を促進します。

　●　食育推進計画に基づき、関係機関と連携協力
して事業を実施することにより、地域ぐるみで
食を大切にする心を育み、食育の推進を図りま
す。

（４）健康管理システムの整備

　●　市民の健康管理・健康増進に健康診査データ
などを有効活用するため、健康管理システムの
充実を図ります。

＊ぴんころ運動：「ピン・ピン・コロリ」（健康のまま天寿を全うする意味）をヒントとし、これを核とした生活習慣病予防のための啓発活動。
＊森林セラピー：森林内での保養活動の効果を医学的に証明し、森林環境を利用しながら人々の心身の健康維持・増進を図る取組み。
＊温水利用型健康運動施設：温水を利用して基礎体力の向上や軽い全身運動を行うための施設。
＊ぴんころステーション：健康相談、栄養相談、長寿食・健康食の紹介、調理実習など、公民館活動や地区の保健補導員の自主活動として実施される

高齢者向け教室。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

ぴんころステーション＊

延べ参加者数（人／年）
1,715
［H22］

2,000

３歳児のむし歯保有率
（％）

26.71
［H22］

20.00

　食育を通して食を大切にする心を育み、朝食
を毎日食べる小学生・中学生の割合を100％
にします。

（Ａ 魅力倍増プロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

●　平成23年度に合併後第4期目の保健補導員709
名を委嘱するなど、保健補導員を充実させました。

●　森林セラピー基地の充実、健康づくり市民のつ
どい・健康づくり大学実践講座・からだスッキリ
教室の開催などにより、健康意識が向上していま
す。

●　平成23年度に佐久市食育推進計画
＊
を策定し、

健全な食生活を通じて健康を増進することができ
るよう、世代に応じた食育活動を推進しています。

●　口腔歯科保健センターの設置により、各年代で
の口腔歯科保健事業の効果的な実施が図られてい
ます。

●　保健補導員を継続して育成し、地域と一体となっ
た保健予防活動や健康づくり施策を進める必要があ
ります。

●　健康づくりに関する各種事業を通じて、市民一人
ひとりが健康に対する意識を高めながら、安心して
生活ができる環境の整備に努める必要があります。

●　核家族化やライフスタイルの多様化に伴う食生活
の変化により、栄養の偏りや朝食欠食など食習慣の
乱れにつながっている状況がみられることから、健
全な食生活の普及に向けた食育活動が求められてい
ます。

●　食育をより一層推進するため、地域の食育を担う
食生活改善推進協議会の育成や連携協力が求めら
れています。

●　歯と口腔の健康に関する事業について、さらに周
知を進める必要があります。

●　市民が心身ともに健康でいられるよう、森林セラ
ピー基地や健康運動施設などの利用を通じた健康増
進活動を促進する必要があります。

●　健康診査データなどを集約し、健康管理・健康増
進に有効活用するため、既存の健康管理システムを
改修する必要があります。

健 康 増 進

第２節　こころとからだの健康づくり

＊佐久市食育推進計画：市民の健康長寿を目指し、食に関する知識の習得や健全な食生活の実践、佐久の食の継承などを唱える計画。

前期の主な取り組み 現状と課題

食育講座「キッズキッチン」
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（１）生活習慣病予防の推進

　●　生活習慣病の予防や重症化の防止のため、健
（検）診データやレセプトの多面的な分析に基
づき、健康に関する課題を把握するとともに、
各世代に応じた新たな保健活動に取り組みます。

　●　広報活動や地区活動を通して、生活習慣病予
防に着目した健診やがん検診の受診の必要性を
周知・啓発するとともに、早期発見・予防のた
めに受診率の向上を図ります。

　●　喫煙・食生活・運動などの生活習慣を改善す
るなど、一次予防活動に取り組むとともに、特
定保健指導などを中心に、各世代での保健指導
を充実させます。

（２）高齢者保健の充実

　●　寝たきり予防のための訪問活動を充実させ、
高齢者保健事業を効果的に推進します。

　●　認知症に対する理解をより多くの人に深めて
もらうため、認知症予防相談・啓発事業を推進
します。

　●　認知症サポーター養成事業を通じ、地域で認
知症の高齢者を見守り、支えていくための支援
者を育成します。

（３）感染症予防対策の推進

　●　国・県と連携して、HIV感染症やインフルエ
ンザなどに対する正しい知識の普及と予防意識
の啓発を図ります。

　●　感染症の感染拡大傾向の把握や予防接種の効
果的実施、発症の際の行動計画の策定など、情
報収集と流行防止に努めます。

（４）精神保健の充実

　●　 「心の相談日」を開設するなど、精神保健に
おける相談体制を強化します。

　●　自殺防止の普及啓発と自殺予防に関わる人材
育成のため、ゲートキーパー

＊
の養成とその役割

の周知を行います。
　●　関係機関との連携を図り、ネットワークを構

築することによって、地域ぐるみでお互いの心
の健康に配慮しながら支え合う体制を整備しま
す。

　●　精神保健に関する研修や情報共有を通じ、精
神疾患に対する偏見のない地域づくりを目指し
ます。

　●　精神障がい者が地域で安心して生活できるよ
う、生活相談などの支援を行います。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

メタボリックシンドローム＊

該当者・予備軍の割合（％）
25.2
［H22］

15.2

　住みやすい社会を目指し、多様な悩みを抱え
る方を支援する絆を拡大するなど、「生きるた
めの支援」に取り組むことにより、自殺者０人
を目指します。

（Ｃ 新しい仕組みづくりプロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

＊ゲートキーパー：悩んでいる人の自殺のサインに気づき、声をかける、話を聞く、必要に応じて関係する専門相談機関へつなぐなどの役割を期待さ
れる人材。

＊メタボリックシンドローム：内臓脂肪症候群とも言われる、内臓脂肪型肥満を共通の要因として高血糖、脂質異常、高血圧が引き起こされる状態のこと。
腹囲が男性85cm、女性90cm以上で、①高脂血症 ②高血圧 ③高血糖のうち2つ以上に該当する者は当該者、1つに該当する者は予備軍と定義されている。

＊健康診査：平成20年度から国の医療制度改革に伴い、本市が実施する健康診査の対象者が「35歳以上の全市民」から「35〜39歳までの全市民」
「佐久市国民健康保険加入者のうち40〜74歳までの者」および「長野県後期高齢者医療加入者」に変更となった。

●　健康診査
＊
・各種がん検診について、広報や個別

勧奨を様々な機会を捉えて実施した結果、受診率
が向上しています。

●　寝たきり予防のため、保健師などによる健康相
談や栄養士・健康運動指導士が行う健康教育・健
康に関する講話や実践教室などを実施しています。

●　訪問指導や介護者の交流事業により、老後の生
活支援や介護者の負担軽減に努めています。

●　HIV感染症（エイズ）やインフルエンザなどの
感染症について、予防対策の周知や相談・検査体
制についての情報提供を通じて正しい知識の普及
を図っています。

●　新型インフルエンザの出現の際に対策行動計画
を策定するなど、流行の兆しのある感染症につい
ては、情報提供の強化を図ることによって流行の
未然防止に努めました。

●　結核検診車の市内巡回を通じ、結核検診の受診
率の向上を図っています。

●　精神障がい者支援として、障害者自立生活支援
センターを中心にケア体制を構築しました。

●　精神障がい者が地域で生活を送れるよう、デイ
ケアや生活相談を行うほか、家族会事務局として
家族・当事者の自立支援を行っています。

●　5大疾病（悪性新生物・脳血管疾患・心疾患・
糖尿病・精神疾患）の発症リスクの減少のため、
健康診査の結果やレセプトのデータ解析を行い、
市民の生活習慣の動向を多角的に把握する必要が
あります。

●　健康診査の受診率向上のため、健康教育や広報
活動の一層の充実を図るとともに、医療機関と連
携した特定保健指導などを含め、より効率的な指
導方法を検討する必要があります。

●　高齢化が急速に進む中で、今後も寝たきり予防
のための老人保健事業や訪問活動を拡充する必要
があります。

●　認知症に対する理解を深めていくために、引き
続き、啓発活動を行う必要があります。

●　HIV感染症、インフルエンザなどの感染症予防
対策について、引き続き国・県と連携した周知・
啓発が必要であるとともに、発症の際の速やかな
対応が求められています。

●　精神保健事業の充実を図るため、関係機関との
連携を強化し、地域ぐるみでの精神障がい者に対
する支援を促進する必要があります。

●　心の健康づくりの観点から、悩みを抱える人や
家族の相談支援体制を強化するとともに、自殺の
防止を図るための施策を展開する必要があります。

保 健 活 動

前期の主な取り組み 現状と課題
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●　浅間総合病院は、地域中核病院として、経営の
健全化を図りながら、専門化した高度医療の確
保、医療スタッフや保健活動の充実に努める必要
があります。

●　病院、病床の機能分化により、慢性期病院
（床）や在宅医療の重要性が高まっています。

（１）地域医療体制の充実

　●　医療ニーズ、疾患などに着目して必要な地域
医療体制のさらなる充実を図ります。

　●　高齢化に対応し、保健・医療・介護の各段階
との連携を強化します。

　●　地域全体で医療を守っていくため、症状など
の状況に応じた医療機関へのかかり方やかかり
つけ医を持つことについて啓発するなど、医療
の受け手となる市民の理解を得られるよう情報
提供の充実を図ります。

　●　病病連携・病診連携にあたり、患者に関する
情報を安全かつスムーズに相互提供するシステ
ムを構築するなど、地域ぐるみで医療の安全を
向上させます。

　●　医療関係者などとの連携を密にし、地域完結
型医療の構築を進めるため、佐久市医療体制等
連絡懇話会などを通じ連携協議を進めます。

　●　本市における良好な医療提供体制を堅持する
ため、佐久総合病院の再構築の実現に向けた支
援を行います。

　●　休日小児科急病診療センター、平日夜間急病
診療センター及び休日救急歯科診療所など、地
域の救急医療体制について、佐久医師会・佐久
歯科医師会の協力を得ながら柔軟に対応します。

（２）浅間総合病院の充実

　●　患者の快適な療養環境にも配慮し、専門的医
療にも対応するため、地域中核病院にふさわし
い施設の計画的整備を進めます。

　●　新しい医療体制を支える医師などの有能なス
タッフを確保します。

　●　少子化や子育て支援に対応して、周産期医
療・不妊治療・小児医療のさらなる充実を図
り、子どもに対する保健活動を促進します。

　●　在宅療養者の増加に対応して、医療と介護、
福祉の連携を図り、在宅支援を充実させます。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

浅間総合病院第二次整備
事業進捗率（％）

0
［H22］

100

　市民・地域・医療機関との連携・協力を進
め、日常の生活圏において必要なときに必要な
医療サービスを受けることのできるよう地域に
密着した地域完結型医療を構築します。

（Ｃ 新しい仕組みづくりプロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

●　佐久医師会の協力のもとで、浅間総合病院内に
休日小児科急病診療センター・平日夜間急病診療
センターを開設しました。

●　佐久歯科医師会の協力のもとで、サングリモ中
込内に休日救急歯科診療所を開設しました。

●　各病院の医療連携機能整備に伴い、担当者会議
の開催や情報交換が定期的に行われるようにな
り、病病連携・病診連携

＊
を始めとする地域全体で

の医療体制の整備が促進されました。

●　佐久総合病院再構築
＊
を契機とする地域の医療供

給体制を協議する「佐久市医療体制等連絡懇話
会」が開催され、佐久市における地域完結型の安
定的な医療供給体制の構築を目的に、医療連携を
行うことについて長野県、佐久市、長野県厚生連
が立会者となり、佐久医師会、浅間総合病院、佐
久総合病院の3者により協定を締結しました。

●　浅間総合病院は、老朽化・狭あい化していた病
棟や外来診療室などの改築を行う第一次整備を実
施しました。

●　浅間総合病院は、病院改革プランに基づき、平
成22年度から地方公営企業法の全部適用を行
い、経営責任の明確化や職員の経営参画意識・コ
スト意識の醸成を通じて病院財政の健全化を図り
ました。

●　休日小児科急病診療センター・平日夜間急病診
療センターの診療時間の見直しや、休日救急歯科
診療所の一層の定着を図るなど、地域の救急医療
体制の継続に柔軟な対応を図る必要があります。

●　近隣地域の医療供給体制の変化が市の医療体制
に大きな影響を与えるため、東信地域全体を考慮
した上で、佐久地域での医療体制の充実を考える
必要があります。

●　第１次救急医療
＊
・第２次救急医療

＊
・第３次救急

医療
＊
など、各医療機関が持つ本来の機能を効果的

に発揮できるようにするためには、患者や家族が
症状に応じて医療機関を使い分けることが重要と
なることから、各医療機関の役割を周知し、かか
りつけ医制度を普及させる必要があります。

●　「病院完結型医療
＊
」から「地域完結型医療

＊
」へ

のシフトを効果的に行い、地域での持続可能な医
療提供体制を確保し、さらに医療費をより効率的
かつ有効に利用するため、病院や一般診療所など
地域の医療機関の役割分担や、実務的なシステム
などを構築し、医療連携を推進する必要がありま
す。

●　浅間総合病院は、良質な医療を提供するため、
第一次整備に引き続き、手術室の充実や給食棟の
改修、療養病床の整備など、第二次の整備を行う
必要があります。

医　　　療

前期の主な取り組み 現状と課題

＊病病連携・病診連携：患者のその時々の病態に合った医療を効率的に提供するため、病院と診療所、あるいは専門の違う病院が互いに連携して医療
を提供する仕組みのこと。

＊佐久総合病院再構築：佐久総合病院について、救急・急性期医療、専門医療に特化し、地域医療支援病院を目指す佐久医療センターと、地域に根差
した医療を提供する佐久総合病院（本院）に機能分割し整備すること。

＊第１次救急医療：入院治療の必要がない比較的軽症な患者への救急医療のこと。
＊第２次救急医療：入院治療を必要とする重症患者への救急医療のこと。
＊第３次救急医療：第２次救急医療では対応できない重篤患者への高度な救急医療のこと。
＊病院完結型医療：急性期から回復期といった、治療の全てを一つの医療機関で行う医療体制のこと。
＊地域完結型医療：医療機関の相互の役割分担や連携により、地域全体で必要な医療を提供する体制のこと。

診療の様子（休日救急歯科診療所）
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（１）国民健康保険の健全運営

　●　納税意識の高揚やコンビニ納付
＊
の周知などに

より収納率の向上を図ります。
　●　特定健診における健診データなどによる保健

指導を推進し、疾病予防や病気の早期発見・早
期治療により、国保制度の健全運営に努めます。

　●　充実した健康教育や保健指導などを通じて健
康に対する意識の高揚を図り、特定健康診査の
受診率の向上に努めます。

（２）後期高齢者医療制度への対応

　●　今後の国の動向を注視しながら後期高齢者医
療制度への対応を図ります。

（３）国民年金制度の適正な推進

　●　日本年金機構と連携しながら、国民年金制度
に関する広報活動を充実することにより、保険
料の未納防止や無年金者の解消に努めます。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

国民健康保険税収納率
（現年課税分）(%)

90.26
［H22］

100

　特定健康診査の受診率を65％まで引き上げ
ます。

（Ｂ 弱点克服プロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

＊コンビニ納付：国民健康保険税や市県民税、下水道使用料など、市税や料金の一部がコンビニエンスストアでも納付できる制度。

（円）
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100,000

0

市

市
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県
国

国

平成17 18 19 20 21 22年度

一人あたりの
国保医療費

一人あたりの
老人医療費・後期高齢者医療費  

652,048

344,172

364,892

821,403 832,373
869,604 865,146

882,118 893,918

382,034 385,135 403,379

278,848 286,786 295,457

672,853 687,128
715,564 721,989

745,111
770,558

369,027 386,626

258,398 263,982 275,718342,949
363,209

242,939 248,783 255,887

658,665

710,877

628,557

704,439
727,898

平成17 18 19 20 21 22年度

（人）
40,000

30,000

20,000

10,000

0

38,937 38,675 38,331

27,398 27,638 27,158

（資料：国保医療課）（資料：国保医療課）

●○ 国保医療費・後期高齢者医療費の動向

●○ 国保加入者数の推移

●　国民健康保険加入者に対する特定健康診査・特
定保健指導の義務化により、生活習慣の改善や疾
病予防が促進されています。

●　健康の保持増進や疾病の予防・早期発見・早期
治療のため、人間ドックを受診する加入者に対し
て補助金の支給を行っています。

●　後期高齢者医療制度が施行されてから3年が経
過し、周知活動により制度に対する市民の理解が
進んでいます。

●　国民年金制度への理解と関心を高めるため、広
報活動や年金相談を実施しています。

●　国民健康保険財政は、雇用・経済情勢の低迷に
より国民健康保険税の収納率が低下傾向にあるこ
とから、厳しい運営状況にあります。

●　本市の一人あたり医療費は、県内78市町村中
58位（平成21年度）と比較的低い状況にあり
ますが、国保加入者の高齢化や医療の高度化が進
み、一人あたり医療費の増高傾向が続いているこ
とから、今後も、特定健康診査・特定保健指導な
どによる疾病予防や早期発見・早期治療に向けた
取り組みを進める必要があります。

●　特定健康診査は、国で定めた受診率目標値
65%達成に向けた取り組みを継続する必要があ
ります。

●　後期高齢者医療制度は市民にも周知・理解され
てきましたが、国はさらに新たな高齢者の医療制
度創設に向けた準備を進めており、今後の国の動
向を注視していく必要があります。

●　国民年金は、年金制度に対する関心が深まり相
談件数は増加していますが、保険料の収納率は依
然として低い傾向にあります。

医療保険・国民年金

前期の主な取り組み

現状と課題

平成17 18 19 20 21 22年度

（人）
9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

0

7,899 

6,477 
6,198 

5,896 

6,448 
6,761 

（資料：健康づくり推進課）

●○ 健康診査の受診者数の推移

健康づくり佐久市民のつどい
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（％）
105

100

95

90

85

80
平成17 18 19 20 21 22年度

4 か月児健診

10か月児健診

1歳 6か月児健診

3歳児健診

93.0

90.8

89.0

86.9

96.1

92.0

93.5

96.5
96.8

95.5

87.5

93.2
95.8

98.0
97.6

93.5

92.4

97.8 98.5

101.0

95.5
94.5

98.7 98.9

（１）母子保健事業の推進

　●　パパママ教室・こんにちは赤ちゃん事業・子
育てママさんサポート事業の充実を図り、出
産・育児支援事業を推進します。

　●　乳幼児健康診査と診査後のフォロー教室・相
談体制の充実を図ります。

　●　コウノトリ支援事業による不妊治療の助成を
通じて、安心して不妊治療を受けられる環境づ
くりを推進します。

　●　子育て支援専門員・乳幼児健診のスタッフな
ど、母子保健事業関係者のスキルの向上と連携
の強化を図ります。

　●　予防接種の必要性や接種後の効果などの啓発
を図り、計画的な接種勧奨に努めます。

（２）思春期保健事業の推進

　●　いのちの尊さを学び、母性父性を育む機会と
して、思春期保健事業の推進を図ります。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

こんにちは赤ちゃん事業に
おける新生児訪問率（％）

96
［H22］

100

　父母への啓発活動の強化などにより、乳幼児
健診受診率100%を目指します。

（A 魅力倍増プロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

（資料：健康づくり推進課）

●○ 乳幼児健診受診状況

●　こんにちは赤ちゃん事業による新生児訪問を実
施し、母子への継続的な支援を行っています。

●　乳幼児健診の受診率について95%以上を維持
するとともに、診査機会を利用した相談事業など
の育児支援を継続的に実施しています。

●　不妊治療に要する保険適用外の治療費の一部を
助成する、コウノトリ支援事業の普及が進み、誕
生する子どもの数も増加しました。

●　浅間総合病院は、不妊治療を受ける夫婦が年々
増加の傾向にあることから、不妊治療に対する経
済的負担の軽減と治療の受けやすい環境整備のた
め、県内10番目となる不妊治療費助成事業指定
医療機関として県から指定を受けました。

●　母子保健に関する支援会議を通じ、関係機関と
の連携や、情報の共有化を行い、様々な課題に対
する早期の対応を図っています。

●　育児不安を軽減するためには出産前からの関わ
りが重要であるため、パパママ教室を充実させる
など、育児に対するサポート体制を強化する必要
があります。

●　乳幼児の健やかな成長のため、全員が健康診査
を受けられるよう、父母に対し健診の必要性など
の啓発を図る必要があります。

●　子どもが欲しいと望んでいるにもかかわらず、
不妊に悩み、実際に治療を受けている夫婦の身体
的・精神的・経済的負担が軽減されるよう、引き
続き、支援をする必要があります。

●　育児に対する多種多様な不安に対応するため、
母子保健スタッフのスキル向上が課題となります。

●　母子保健、子育て支援ネットワーク事業の推進
のため、各種分野との連携を強化する必要があり
ます。

●　ポリオについては、国が不活化ワクチン
＊
への移

行を検討中のため、今後の状況を注視していく必
要があります。

●　思春期における母性父性の育みについて、学校
との連携を強化し、思春期ふれあい体験学習事業
などを推進する必要があります。

母 子 保 健

前期の主な取り組み 現状と課題

＊不活化ワクチン：化学処理によって毒性をなくし、免疫を付けるのに必要な成分のみを取り出したワクチン。ポリオの不活化ワクチンは、接種に
よってポリオを発症する恐れのある生ワクチンよりも安全と言われている。

第３節　安心して子どもを生み育てられる
子育て支援

乳児健診

中学生による思春期赤ちゃんふれあい体験学習
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（１）子育て支援ネットワークの拡充

　●　育児不安を解消するために、相談・指導内容
の充実を図ります。

　●　子育てサロンやつどいの広場など、子育て支
援事業を推進します。

　●　子育て世帯への経済的負担の軽減などを図る
ため、ながの子育て家庭優待パスポート事業を
推進します。

　●　家庭・学校・企業・地域社会との連携強化を
図り、子育て家庭を支えながら社会全体で次世
代を担う人材を育成します。

　●　児童虐待の早期発見・予防のため、関係機関
と連携し、啓発活動を強化します。

　●　保護者と協力し、乳幼児の健やかな成長に資
する食育を推進します。

（２）保育サービスの充実

　●　施設の改築や設備の充実など、保育環境の整
備を推進します。

　●　施設の統合や民間活力の導入による保育所の
管理運営の検討を進めます。

　●　乳児保育、延長保育、休日保育、病児・病後
児保育など、ニーズに応じた保育内容の充実を
図ります。

（３）児童館の整備と運営

　●　岩村田地区北部新小学校の建設に合わせて児
童館の整備を行います。

　●　児童の豊かな心を育むため、地域と協力・連
携しながら、特色ある児童館運営に努めます。

後期の主な取り組み

項目（単位） 現状値 目標値

子育てサロンの延べ利用
者数（人／年)

7,908
［H22］

8,300

つどいの広場の延べ利用
者数（人／年)

15,099
［H22］

15,800

児童館の延べ利用者数
(人／年)

303,975
［H22］

319,000

　本市の合計特殊出生率を1.6から1.9まで伸
ばします。

（Ａ 魅力倍増プロジェクト）

目　標

チャレンジ！！

平成17 18 19 20 21 22年度
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（資料：子育て支援課）

●○ 年齢別保育所入所児童数の推移

●　育児相談や乳幼児の健診など、各種子育て支援
事業を実施しています。

●　ながの子育て家庭優待パスポート事業
＊
の開始

や、乳幼児等福祉医療費給付対象者を小学生まで
拡大し、子育て家庭への経済的負担の軽減を図り
ました。

●　岩村田保育園の改築により、保育環境の改善を
行いました。

●　平成20年度までに1小学校通学区に1館ずつ
の児童館の整備が終了し、放課後児童対策を含め
た全児童に対応できるようになりました。

●　平成18年度より浅間総合病院で病児保育を、
岸野保育園で病後児保育を開始しました。

●　保育所や学校などの関係機関と連携し、児童虐
待の早期発見に努めるとともに、防止のための啓
発活動を行っています。

●　児童館の午前中開放や子育てサロン、つどいの
広場の実施・開催により、子育てに関する不安の
解消を図っています。

●　核家族化や就労形態の変化などにより、子育てに
対する市民ニーズはますます多様化しているため、
さらに社会全体で子育てを支援するための施策を推
進する必要があります。

●　子どもを安心して生み育てることができるよう、
引き続き市民ニーズに応じた子育て環境を整備する
必要があります。

●　児童虐待の根絶に向け、早期発見と啓発活動のさ
らなる充実を図る必要があります。

●　保育所の老朽化が進みつつあることから、地域の
状況に応じて改築・統合などを検討する必要があり
ます。

●　平成２７年度に開校が予定されている岩村田地区
北部新小学校に対応して、児童館を整備する必要が
あります。

子育て支援・児童福祉

＊ながの子育て家庭優待パスポート事業： 子育て家庭を地域全体で支えるため、県と連携して行う事業。子育て家庭が協賛店舗で買い物などの際に
カードを提示すれば、割引など各種サービスを受けられる。

前期の主な取り組み 現状と課題

子育てサロン
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